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定款の一部変更に関するお知らせ 

 

 当社は、平成25年５月20日開催の取締役会において、平成25年６月25日開催予定の 

第47回定時株主総会に、下記のとおり定款変更について付議することを決議いたしましたので、

お知らせいたします。 

 

記 

 

１． 変更の理由 

(１) 子会社を含めた事業の拡大発展及び多様化に対応するため、現行定款第２条につい

て事業目的の追加、整理並びに所要の変更を行うものであります。 

(２) 執行役員の責任をより明確にするとともに、経営環境の変化に迅速に対応するため、

現行定款第44条に規定する執行役員の任期を２年から１年に変更するものでありま

す。 

 

２． 変更の内容 

変更の内容は次のとおりであります。 

（下線部分が変更箇所） 

現   行   定   款 変     更     案 

  
第１章 総則 

（目 的） 
第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とす

る。 

第１章 総則 

（目 的） 
第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とす

る。 
(1）無線通信機器類および当該システムの販売、

実測、据付、保守、修理サービス業務 
(1)情報通信機器、電子機器、電気機器、産業機

器、光学機器その他の機器・部品の製造・
販売および賃貸、保守・修理その他のサー
ビスの提供 

(2)遠隔監視装置、遠隔制御装置、有線通信機器
類および当該システムの販売、据付、保守、
修理サービス業務 

(2)情報通信、情報処理、情報提供、遠隔監視、
遠隔制御その他のシステムの設計・製作・
販売および賃貸、運用・保守・修理その他
のサービスの提供 

(3)携帯情報通信端末の販売、据付、保守、修理
サービス業務 

(3)映像、音声、文字情報の制作・編集・販売お
よび配給 

(4)放送用機械器具の販売、据付、保守、修理サ
ービス業務 

(4)電気通信事業 

(5)コンピュータおよび関連機器の販売、据付、
保守、修理サービス業務 

(5)ソフトウェアの制作・販売および賃貸、保守
その他のサービスの提供 



 

現   行   定   款 変     更     案 

(6)大型画面映像機器、多目的広報システム、映
像音響システムの販売、据付、保守、修理
サービス業務ならびに放映業務 

（削 除） 

(7)受変電設備、発電機、無停電電源装置、太陽
光発電設備、駐車場管理システム、エレベ
ータ、空調機器等電気機械器具の販売、据
付、保守、修理サービス業務 

(8)第１号ないし第７号に関する機器の部品の
購入、販売および管理業務の受託 

（削 除） 
 
 
 

（削 除） 

(9)放送番組の録音、録画物の制作、編集、販売
および配給 

（削 除） 

(10)販売促進関係印刷物の製作、販売 （削 除） 
(11)大型画面映像機器のレンタル事業、イベン

ト運営業務 
（削 除） 

(12)コンピュータグラフィックの制作、販売 （削 除） 
(13)電気工事、電気通信工事、機械器具設置工

事 
(6)電気工事、電気通信工事、機械器具設置工事

(14)労働者派遣事業 (7)労働者派遣事業 
(15)古物の販売 (8)古物の売買 
(16)不動産の賃貸および管理業 （削 除） 
(17)総合リース業 （削 除） 
(18)家庭用電器製品の販売 （削 除） 
(19)情報通信サービス、情報処理サービス、情

報提供サービス、その他情報サービス業務
（削 除） 

(20)損害保険の代理業 （削 除） 
（新 設） (9)前各号に係る調査、企画、研究、開発、設計、

製作、教育、研修、コンサルティングその
他のサービスの提供 

(21)前各号に附帯関連する一切の事業 (10)前各号に附帯または関連する一切の事業 
 
 

 

 
第６章 執行役員 

 
第６章 執行役員 

（執行役員の任期等） 
第44条 執行役員の任期は、２年とする。 

２．取締役会は、任期の途中であっても執行役
員を解任することができる。 

（執行役員の任期等） 
第44条 執行役員の任期は、１年とする。 

２．取締役会は、任期の途中であっても執行役
員を解任することができる。 

 

３． 日程 

定款変更のための株主総会開催日   平成25年６月25日 

定款変更の効力発生日        平成25年６月25日 

以上 


